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�愛媛県告示第６０４号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第６０５号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６０６号
次のとおり落札者を決定した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６０７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

谷口石油株式会社
代表取締役 谷口和也 松山市宮西二丁目５－１６ 平成２０年

２月２９日

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

愛媛セントラル石油株式
会社
代表取締役 喜安敏一

松山市竹原二丁目１－１９ 平成２０年
３月３１日

警察署、西条警察署、四国中央警察署、今治警察署、新居浜警察

署……………………………………………………………………………４５０

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

� 目 次 �
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○ 指定障害福祉サービス事業者の指定（２件）…………………………４４８
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○ 道路の区域変更（県道伊予川内線）……………………………………４４８

監 査 公 表

○ 消防学校、病害虫防除所、保育専門学校、花き総合指導センター

、農業試験場、食肉衛生検査センター、畜産試験場、えひめ学園

、新居浜高等技術専門校、今治高等技術専門校、養鶏試験場、東

予児童相談所、紙産業研究センター、繊維産業試験場、看護専門

学校…………………………………………………………………………４４９

○ 八幡浜教育事務所、松山工業高等学校、松山商業高等学校、大洲

高等学校、大洲農業高等学校、川之石高等学校、三崎高等学校、

宇和高等学校、野村高等学校、松山聾学校、宇和聾学校、しげの

ぶ特別支援学校、第三養護学校、松山西中等教育学校・松山西高

等学校、松山北高等学校、美術館、松山東高等学校、松山南高等

学校、図書館、博物館、松山中央高等学校、東温高等学校、松山

盲学校、北条高等学校、八幡浜高等学校、八幡浜工業高等学校、

長浜高等学校、宇和養護学校、歴史文化博物館、三瓶高等学校、

内子高等学校、今治教育事務所、西条教育事務所、三島高等学校

、土居高等学校、新居浜東高等学校、新居浜西高等学校、新居浜

商業高等学校、西条高等学校、小松高等学校、東予高等学校、丹

原高等学校、今治西高等学校、今治南高等学校、今治北高等学校

、今治東中等教育学校・今治東高等学校、今治養護学校、西条農

業高等学校、総合科学博物館、川之江高等学校、今治工業高等学

校、新居浜工業高等学校、新居浜南高等学校…………………………４４９

○ 松山南警察署、八幡浜警察署、大洲警察署、西予警察署、西条西

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

庁内ＬＡＮシステム
運用管理業務一式

愛媛県企画情報部
管理局情報政策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年３月２８日
株式会社愛媛電算
松山市大手町１丁目１１
番地７

３４，８６０，０００円 一般競争入札 平成２０年２月１５日

毎週（火・金）曜日発行 第１９５５号 平成２０年４月１５日

平成２０年４月１５日火曜日 第１９５５号

愛 媛 県 報

４４７



��������������

��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第６０８号
騒音環境基準地域の類型の指定（平成１１年３月愛媛県告示第３８０

号）の一部を次のように改正する。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

松前町に係る関係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛県庁及

び松前町役場に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６０９号
騒音規制法第３条第１項の規定に基づく地域の指定（平成９年４

月愛媛県告示第５４６号）の一部を次のように改正する。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別添第８図を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛県庁及

び松前町役場に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基盤地図情報（標高・オルソ）作成作業）

２ 作業期間 平成１９年５月２９日から

平成２０年３月２４日まで

３ 作業地域 宇和島市、松野町、鬼北町、愛南町

�愛媛県告示第６１０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６１１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

愛媛情報スーパーハイウェイ運用管
理・保守業務一式

愛媛県企画情報部
管理局情報政策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２０年３月２８日
株式会社ＳＴＮｅｔ
高松市春日町１７３５番地
３

８１，２３８，５００円 一般競争入札 平成２０年２月１５日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１０３４ 社会福祉法人 松山市
社会福祉事業団 松山市若草町８番地２ 中 村 時 広 生活介護 松山市湯山障害者生活

介護事業所 松山市末町乙５０番地６ 平成２０年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１０２６ 社会福祉法人 松山市
社会福祉事業団 松山市若草町８番地２ 中 村 時 広 生活介護 松山市久枝障害者生活

介護事業所
松山市西長戸町６３８番
地１

平成２０年
４月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伊予川内線
松山市中野甲８８７番１から

同市中野甲８８８番９まで

旧 ８．５～１１．５ ０．０３２

新 １１．５ ０．０３２

愛 媛 県 報平成２０年４月１５日 第１９５５号

４４８



監 査 公 表

�公表第１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２０年４月１５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２０年４月１５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

消 防 学 校 平成２０年１月８日

病 害 虫 防 除 所 〃

保 育 専 門 学 校 平成２０年１月１０日

花 き 総 合 指 導 セ ン タ ー 平成２０年１月１７日

農 業 試 験 場 〃

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成２０年１月２１日

畜 産 試 験 場 〃

え ひ め 学 園 平成２０年１月３０日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 〃

今 治 高 等 技 術 専 門 校 〃

養 鶏 試 験 場 平成２０年２月１２日

東 予 児 童 相 談 所 平成２０年２月２０日

紙 産 業 研 究 セ ン タ ー 〃

繊 維 産 業 試 験 場 平成２０年２月２２日

看 護 専 門 学 校 〃

（監査の結果）

平成１９年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、一部の機関において次の事項が

認められた。

１ 空調衛生機器保守点検業務委託契約において、契約書に業務仕様書

及び業務完了報告書様式を添付していなかったため、年２回の冷・暖

房の点検に係る業務完了報告書等が業者から提出されておらず、当該

業務の完了確認を行っていなかった。

（消防学校）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保に

努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１９年度 ９２０，５４０ １２，６９１，８８０ １３，６１２，４２０
平成１９年１２月
３１日現在
（対前年同月
比）

１８年度 １，５５２，３１０ １２，２０９，１００ １３，７６１，４１０

差引増減 △６３１，７７０ ４８２，７８０ △１４８，９９０

（東予児童相談所）

３ 職員（１名）の通勤手当について、徒歩により通勤するものとした

場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるにもかかわらず手

当を支給したため、計２２，５００円（平成１９年４月から１２月までの９ヵ

月分）が過支給となっていた。

（看護専門学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 教 育 事 務 所 平成２０年１月８日

松 山 工 業 高 等 学 校 〃

松 山 商 業 高 等 学 校 〃

大 洲 高 等 学 校 〃

大 洲 農 業 高 等 学 校 〃

川 之 石 高 等 学 校 〃

三 崎 高 等 学 校 〃

宇 和 高 等 学 校 〃

野 村 高 等 学 校 〃

松 山 聾 学 校 〃

宇 和 聾 学 校 〃

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 〃

第 三 養 護 学 校 〃

松山西中等教育学校・松山西高等学校 平成２０年１月１０日

松 山 北 高 等 学 校 〃

美 術 館 〃

松 山 東 高 等 学 校 平成２０年１月１１日

松 山 南 高 等 学 校 〃

図 書 館 〃

博 物 館 〃

松 山 中 央 高 等 学 校 平成２０年１月１７日

東 温 高 等 学 校 〃

松 山 盲 学 校 〃

北 条 高 等 学 校 〃

八 幡 浜 高 等 学 校 平成２０年１月２１日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 〃

長 浜 高 等 学 校 〃

宇 和 養 護 学 校 〃

歴 史 文 化 博 物 館 平成２０年１月２２日

三 瓶 高 等 学 校 〃

内 子 高 等 学 校 〃

今 治 教 育 事 務 所 平成２０年１月３０日

西 条 教 育 事 務 所 〃

三 島 高 等 学 校 〃

土 居 高 等 学 校 〃

新 居 浜 東 高 等 学 校 〃

新 居 浜 西 高 等 学 校 〃

愛 媛 県 報平成２０年４月１５日 第１９５５号

４４９
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�公表第１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２０年４月１５日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 〃

西 条 高 等 学 校 〃

小 松 高 等 学 校 〃

東 予 高 等 学 校 〃

丹 原 高 等 学 校 〃

今 治 西 高 等 学 校 〃

今 治 南 高 等 学 校 〃

今 治 北 高 等 学 校 〃

今治東中等教育学校・今治東高等学校 平成２０年２月１２日

今 治 養 護 学 校 〃

西 条 農 業 高 等 学 校 平成２０年２月２０日

総 合 科 学 博 物 館 〃

川 之 江 高 等 学 校 〃

今 治 工 業 高 等 学 校 平成２０年２月２２日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 〃

新 居 浜 南 高 等 学 校 〃

（監査の結果）

平成１９年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、一部の機関において次の事項が

認められた。

１ ＴＭＲラクトミックス（牛の飼料）の購入については、必要な都度、

１者見積により購入しているが、年間購入見込額が３０万円を超えてお

り、競争見積による単価契約を考慮すべきであった。

（野村高等学校）

２ 生徒（４名）に係る特別支援教育就学奨励費について、交通費の算

定誤り等により、計２４，４４０円の過誤（２４，１２５円の過支給、３１５円の支

給不足）があった。

（しげのぶ特別支援学校）

３ 職員（１４名）の超過勤務手当について、職員の休日、休暇並びに勤

務時間等に関する条例等によれば、勤務日の振替によって１週間又は

４週間の正規の勤務時間（４０時間又は１６０時間）を超えて勤務した全

時間に対して、勤務１時間当たりの給与額の１００分の２５を支給するこ

ととされているが、超過勤務命令簿の記載漏れにより、計１２２，６３６円

（平成１９年４月から１１月までの８ヵ月分）が支給不足となっていた。

（歴史文化博物館）

４ 職員（１名）の旅費について、県総合体育大会に係る生徒引率の旅

行期間が１日短縮されたにもかかわらず、当初の行程どおりに精算し

たため、１０，２７０円が過支給となっていた。

（内子高等学校）

５ 職員（１名）の住居手当について、扶養親族ではない家族が所有す

る住宅について手当を支給したため、３１，５００円（平成１９年４月から１２

月までの９ヵ月分）が過支給となっていた。

（今治教育事務所）

６ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２５

，６００円（平成１９年５月から１２月までの８ヵ月分）が、過支給となって

いた。

（西条高等学校）

７ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２０

，７００円（平成１９年４月から１２月までの９ヵ月分）が過支給となってい

た。

（今治西高等学校）

８ 生徒（７８名）に係る特別支援教育就学奨励費について、寄宿舎食費

に係る食費単価の電算入力誤り等により、計２７，０１９円の過誤（１９，４０５

円の過支給、７，６１４円の支給不足）があった。

（今治養護学校）

９ 職員（１名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、２０

，７００円（平成１９年４月から１２月までの９ヵ月分）が過支給となってい

た。

（新居浜工業高等学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 平成２０年１月１７日

八 幡 浜 警 察 署 平成２０年１月２１日

大 洲 警 察 署 〃

西 予 警 察 署 平成２０年１月２２日

西 条 西 警 察 署 平成２０年２月１２日

西 条 警 察 署 平成２０年２月２０日

四 国 中 央 警 察 署 〃

今 治 警 察 署 平成２０年２月２２日

新 居 浜 警 察 署 〃

（監査の結果）

平成１９年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、一部の機関において次の事項が

認められた。

１ 職員（５名）の通勤手当について、通勤距離の認定誤りにより、計

９２，０００円（平成１９年４月から１１月までの８ヵ月分）が過支給となって

いた。

（八幡浜警察署）

２ 年間の購入予定額が３０万円を超えるガソリンの単価契約について、

愛媛県会計規則により随意契約をするときは、２者以上から見積書を

徴さなければならないとされているが、１者の見積書しか徴していな

かった。

（八幡浜警察署）

３ 損害弁償金については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１８年度 ７９９，９３１

計 ７９９，９３１

（今治警察署）

平成２０年４月１５日 発行
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